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施術所等に関する広告の指導方針 

 

平成 28年 10月 28日 

改訂  令和８年５月 14日 

 

第 1 広告規制の基本的考え方 

１ 基本的な考え方 

  施術所に関する広告は、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律（以下「あは

き師法」という。）第 7条、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律第 7条第 1

項第 5 号の規定に基づく広告し得る事項（以下「あはき師法広告告示」という。）各号並びに柔道整

復師法第 24 条、柔道整復師法第 24 条第 1 項第 4 号の規定に基づく広告し得る事項の指定（以下

「柔道整復師法広告告示」という）各号により限定的に認められた事項以外は、原則として広告が禁

じられている。 

また、「あん摩業、マッサージ業、指圧業、はり業、きゅう業若しくは柔道整復業又はこれらの施術

所に関して広告し得る事項等及び広告適正化のための指導等に関する指針～あはき・柔整広告ガイド

ライン～」（以下「あはき・柔整広告ガイドライン」という。）により定められた事項については、原

則として、あはき・柔整広告ガイドラインと同様の考え方により取り扱うものとする。 

 

第２ 相談・指導等の方法について 

１ 指導 

あん摩業・マッサージ業・指圧業・はり業・きゅう業（以下「あはき」という。）若しくは柔道整復

業（以下「柔整」という。）に関する広告の指導については、施術所の所在地を所管する保健所が行う。 

また、無資格者によるあはき・柔整に係る行為に関する広告について、利用者保護の観点から、不

当に誘引する虚偽又は誇大な内容等の自主的な取組に資するよう、保健所は管内の消費生活センター

と連携して、業者等に対し助言を行う。 

なお、あはき・柔整広告ガイドラインが発出された際（令和７年２月 18日）現に存し、その名称

等があはき・柔整広告ガイドラインで広告不可等とされている名称を称している施術所にあっては、

その名称について直ちに指導対象に適用しないが、名称変更の際には、あはき・柔整広告ガイドライ

ンに適合させるよう指導するものとする。また、名称以外の変更事項（施術者の変更等）が生じた際

にもガイドラインに適合した名称への変更を促すこと。 

 

２ 苦情相談窓口の設置 

あはき・柔整に関する広告が、利用者に対する客観的で正確な情報伝達の手段となるよう広告を実

施する者に対する相談支援を行うとともに、虚偽・誇大な広告等により、利用者が適切な施術の機会

を喪失したり、不適切な施術を受けることのないよう、利用者からの苦情を受けるための窓口として、

保健福祉部地域医療推進局医務薬務課（以下、「医務薬務課」とする。）及び各道立保健所の施術所開

設等届出受付担当部署を苦情相談窓口とする。 

 

３ その他 

あはき師法、あはき師法広告告示、柔道整復師法、柔道整復師法広告告示及びあはき・柔整広告ガ

イドラインにより難いものについては、道立保健所及び医務薬務課が連携して対応等を検討する。 


